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日本IBMの 発展 と組織能力形成:1949～1993

宇 田 理

日本IBMは,戦 後IBMの 中では小規模な現地子会社 として出発 したが,1987

年 には子会社 中 トップの売上高を記録 し,IBMの 最 重要子会社になるまでに発展

した。本稿では,同 社がなぜ,い か にしてこうした発展を遂げることがで きたのか

について,本 社一子会社のダイナ ミックな関係を踏 まえて記述す る。その過程で,

日本IBMは,時 代 ごとに変化す る本社 一子会社間のコンテクス トにうま く応えな

が ら,そ の コンテクス トに影響を与え,自 社に有利 になるよう導いたことが,発 展

の重要な鍵であったことが示 される。

キーワー ド 日本1BM,本 社 一子会社間のコンテクス ト,

子会社のイニ シアティブ

1は じ め に

日本アイ ・ピー ・エム株式会社(以 下,日 本IBM)は 戦後,1949年 に再出発 してか ら,

現在では売上高1兆3000億 円を上げ,親 会社,lnternationalBusinessMachinesCorp.(以 下,

IBM)が 抱える100%子 会社内で最大の現地法人となるまでに発展 した。また,1970年 か ら

現在までのほとんどの期間,法 人申告所得 ランキング30位以内に入 っており,米 国多国籍企

業の中では類稀な成果を上げてきた。そのため,日 本IBMが,な ぜ,い かにして,こ うし

た発展を遂げることができたのかについて考察す ることは意義あることだと思われる。

これまでも日本IBMの 発展 に関する研究がなされてきたが,対 象時期が古か った り,多

国籍企業対国家という枠組みで考察 されていた り,IBMの 発展史の中でわずかに触れ られ
1)

るのみで,現 在までの一貫 した流れを記述 したものはない。他方,日 本IBM社 史や関係者
2)

の自伝が優れた示唆を与えてくれるが,一 定の分析枠組みを携えたものではない。先の問い

に答えるためには,先 行研究をベースにしながらも,戦 後から現在に至る日本IBMの 発展

過程と,そ の裏づけとなる競争力の源泉たる 「組織能力」の変遷について記述せねばならな

い。記述 に当たっては,ア ルフレッ ド・チ ャン ドラーJr.の 「組織能力」概念を利用する。

彼は,生 産 。販売 ・マネジメン ト(階 層組織)に 対する三つ又投資,つ まり,規 模と範囲の

経済性を享受できるような生産 ・販売への投資,か かる投資を効率 よく活用できるマネジメ
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・トへの不断の投資によ。て習得 された 「知識の集合体」を組織能力と呼んでいど1し かし,

IBMの ように,事 業領域が コンピュータに特化 しつつ も,世 界各国に子会社を持ち,そ れ

ぞれ異なる環境で経営を行 う多国籍企業の場合,子 会社の日本IBMの 組織能力のみを記述

するのでは,IBM全 体のダイナ ミックな展開を踏 まえた子会社発展の歴史を看過 して しま
4)
う。なぜなら,IBMは 現地子会社を通 じて知識,技 術,マ ネジメントを全世界に展開させ,

5)成
長を遂げてきたからである。そのため,本 社 と子会社の関係のなかで形成される組織能力

も念頭に置きなが ら,日 本IBMが,ど のような組織能力を,い かに形成 してい ったのかに

ついて考察する。

その際重要 になるのは,本 社一子会社間の組織能力がどういったコンテクス トの下で形成

されたのかという点である。つまり,本 社が強いイニシアティブを持ち,本 社主導で組織能

力形成が行われる場合 と,現 地子会社主導でそれが行われる場合 とがあ り61それはその時。

の本社一子会社間の・ンテクス ト(場)で 決まると、、う。とであぎ1

このコンテクス トを決める要因は,主 に,組 織構造,全 社的な計画 とコントロールのシス

テム,海 外事業比率の3つ であり,こ れ らが相 まって,IBMの 本社と子会社の関係を形作

ってきたと考えられる。本論 に入る前に,コ ンテクス トの決定要因を確認 しておく。 もっと

も重要な要因は,IBM本 社 一子会社 のマネ ジメ ントを左右する,計 画とコントロールの シ

ステムである。かかるシステムは,1949年 にWorldTradeCorporation(以 下,WTC)を 創

設 したときに構築 された。現地子会社の経営は,創 業者の トマス ・ワ トソンSr.の 「その国

のIBMの 経営は,そ の国の人間によって経営されるべきである」 という考えに基づいてい

るが,子 会社にすべての権限が付与されているわけではない。基本的には,製 造 ・研究開発

に関 しては,本 社がイニ シアティブを取 ってお り,販 売 ・PR関 係 ・マーケティング ・顧客

関係の政策では子会社がイニシアティブを取 っている。子会社 も新製品企画の提案はできる
8)

が,最 終決定権は本社にある。そのため,子 会社は地域をカバーする生産 ・販売拠点 として

位置づけ られている。また,こ うした構図を徹底させるために,本 社は,現 地子会社の トッ

プマネジメント層 に対 し,非 常勤役員 という形で本社やWTCの 役員を必ず1名 は派遣する。

彼 らは,基 本的には子会社をモニタリングし,時 にライン活動を もサポー トさせながら本社

のポ リシーを徹底 させる役割を担っている。

次に重要な要因は,海 外事業比率(IBM内 のWTCの シェア)の 変化 であった。例えば,

49年 のWTC設 立時には20%足 らずであったが75年 には50%を 超えた。その過程で,現 地の

要望を汲んだ製品開発が子会社側から提案 されるようになった。そして,本 社の承認 プロセ

スを経 るとはいえ,子 会社主導で製品開発が行われることが多 くなった。売上高貢献度の高

い地域の子会社はイニシアティブを発揮 しやす くな ったのである。かかるコンテクス トは,

組織再編を期に本社のコントロールの形態が変化することで徐々に変わってい く一方,子 会
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社のイニシアティブの増大によっても変化 していった。

以下,日 本IBMが 戦後正式にスター トした49年 か ら椎名武雄が引退する93年 までの40年

余 りの発展過程を,同 社 トップの在任期間を1つ の区切 りとし,そ の過程で同社が本社一子

会社間のコンテクス トをいかに受容 したのか,ま た逆にそのコンテクス トにいかに影響を与

えてきたのかについて記述する。

2戦 後 復興期(1949年 ～1962年)

第二次大戦末期のIBMは,世 界78ヶ 国に事業所 を持 っていたが,海 外部門は全体 として

低調で1939年 の総売上高の8分 の1に 過ぎなかった。社内では同部門への期待は薄かったが,

創業者のワ トソンSr.は 将来性 を見てお り,46年 の会議でこれまで社内の一部門に過 ぎなか

った海外部門の独立を宣言 した。そ して,49年 に米国以外の海外市場を統括する別会社,

WTCが 創設され,翌 年か ら完全独立採算の企業としてスター トした。 ワ トソンSr.は 血を

分けた2人 の兄弟を国内と海外それぞれの担当に任命 した。兄のワ トソンJr.は国内を,弟

のアーサー ・K・ ワトソン(デ ィック ・ワ トソン)は 海外を担当することになった。ディッ

ク ・ワ トソン率いるWTCは50年 代か ら60年代にかけて急成長を遂 げるが,そ の主戦場はヨ
9)

一ロッパであり,日 本はそれほど重視 されていなかった。

日本IBMは,49年 に第二次大戦中の凍結資産が解除され,社 名を戦前の 日本 ワットソン

統計会計機械株式会社から日本IBMへ と改め,事 業活動 を再開 した(以 下,日 本IBM)。

その立役者 は,マ ニラ駐在のGM(ゼ ネラル ・マネジャー),ケ ビン・マ レンであ り,彼 の

来 日後,戦 前か ら日本IBMに 名を連ねていたチャールズ ・デ ッカー,日 本人の水品浩を取

締役メンバーに加え,再 スター トを切った(表1)。 名 目上,デ ッカーが代表取締役に就任

したが,マ レンは水品が戦前から日本IBMで 取締役の任にあり,IBMの 経営理念を体得 し
10)

ているという理 由か ら彼を戦後の同社再建の中心人物に指名 した。50年 か ら52年まで一時的

にWTC社 長 チョンシーが 日本IBM社 長を兼務 したが,そ の後,戦 前か ら日本IBMで カ

スタマー ・エンジニアとして活躍 していたデ ッカーが社長を襲名 した。56年 にデッカーが退

くと,水 品が社長の座を引き継ぎ,日 本IBM初 の日本人社長が誕生 した。かかる一連の人

事は,基 本的には,IBMの 方針である 「その国の人 による経営」を目指 して行われ,水 品
11)

以降,社 長はすべて 日本人 となる。

50年代は企業の事務合理化とともにIBM製 品の販売(レ ンタル)が 急増 した時期で もあ

った。 日本IBMの 売上高 も51年 から59年 までに50倍 に拡大 した。 こうした事業規模の拡大

は,日 本IBM自 体,さ らにWTCと の関係 に新たな問題をもたらした。まず,日 本IBM

のPCS(パ ンチカー ドシステム)の 販売方式か ら派生 した問題がある。 日本IBMは 自己資

産 としてPCSを 輸入 し,そ れを顧客に貸出 し,そ の レンタル料収入で輸入資金を回収す る。
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しか し,レ ンタルが急増すると,輸 入代金が設置済みPCSか らの レンタル収入を上回 り,

資金不足に陥 り,新 たな資金調達が必要となった。次に,WTCは 現地子会社の粗利益のな

かから一定比率のロイヤルティーと決算利益から配当金を受け取っていたが,外 資法制定以

前に登記された 日本IBMに はWTCに 対するロイヤルティー支払いのための外貨送金が認

められていなかった。当初WTCは,外 為法で保障されていた機械輸入代金の外貨支払い分

で容認 していた。 これ も日本か ら上がる収益がIBM全 体の中で取 るに足 らない額だったか

らである。 しか し,日 本IBMの 事業規模拡大に伴い,WTCは ロイヤルティー問題に注視

し始めた。以上の問題を解決するために,デ ッカーは,外 国為替に関 して優れたキ ャリアを
　　ラ

有する鈴木信治を財務担当取締役として日本IBMに 招聰 し,事 の対処に当たらせた。

60年3月,鈴 木 は水品の後任 として取締役社長に選任 された。鈴木 は,同 年,8月 に

IBMが 日本メーカーに特許を公開する代わりに,通 産省は日本IBMの 技術援助契約 申請を

認可 し,WTCに ロイヤルティー送金ができるようにするとい う日本コンピュータ産業史上,

最重要問題の解決にも携わった。 しかし,社 長としては短命に終わった。 この理由は定かで

はないが,WTCの アジア地域の再編や,役 員の選任権を もっているWTCに よる部分的介
13)

入があった もの と思われ る。WTCは,日 本市場を重視するようになったことで,59年,

APHQ(ア ジア太平洋地域本部)か ら北太平洋地域を分離 し,北 太平洋地域本部を東京に置

き,初 代責任者にAPHQのGMで あるチャールズ ・アーウィンを任命 した。61年 に水品が

日本IBMの 会長 を辞任 したときに,ア ーウィンが同社取締役会長に就任,翌 年 にその座を

鈴木に譲るも,日 本IBMの 取締役 として63年 まで日本 に滞在 し,同 年,北 太平洋地域の

APHQへ の再統合に伴い,ア ーウィンも離 日した。かかるAPHQの 組織再編に伴い,日 本

IBMの 役員人事 も右往左往 した。60年 にスター トした鈴木体制は61年 に一部役員の入れ替

えが行われた。 そして,62年 には営業担当副社長だった稲垣早苗に社長のバ トンが渡 され

老1。 の背景 には,6。噺 後の時期1、は,WTCが 躰 市場を鯉 視 し,PCSの 需要拡大に

対応 して営業力を強化 したいと考えていたことがある。事実,ア ーウィンも1961年 の社員へ

の講話の中で 「カス トマーが 日本IBMか ら当然受けるべきサービスを受けていない……す
15)

ぐれたサービスが会社の業務全般に不足 しているのです」と述べてお り,そ れに呼応するよ

うに,社 員の採用 も大々的に行われた。事実,59年 の849名 か ら61年の2061名 へ と急増 して

い夢1そ うした中で,戦 前か らPCSの 営業サービスー筋のキ 。リアを持ち,日 本の顧客を

熟知 し,顧 客か らの信頼 も厚か った稲垣が鈴木に代わって選任 され,営 業体制強化を担 った

と考え られる。かかる一連の人事か ら分かるのは,こ の時期は,WTCお よびIBM本 社の

モニタリングが効いてお り,本 社主導で種々の決定がなされたということである。
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3経 営 システム確立期(1962年 ～1975年)

1960年 代はIBM自 体が大 きく変わった時期である。64年 にIBMシ ステム360が 発表され,

コンピュータ業界で不動の地位を占めるようになる一方 ,IBM全 体の海外事業比率(IBM

内のWTCの シェア)が 急増 した。その比率 も,60年 の20%か ら70年 の40%弱 へと約2倍 の

伸びを見せた。海外事業比率の拡大 とともに,60年 代初頭,欧 州の現地子会社を筆頭に

WTCの 独立性が高まってきた。本社はIBM全 体の一貫性保持のため,子 会社へのコント

ロールを強めたので,60年 代はIBM本 社と現地子会社 との間の 「せめぎあい」の歴史が見

られた。同時期,日 本IBMも 売上で17倍,利 益で20倍 近 い伸びを見せ,70年 には売上で全

IBMの3.6%,利 益で6.2%を 占め(表2),ド イツ,フ ランス両子会社に続 く,優 良子会社

の仲間入 りを果た した。 日本IBMで も欧州の子会社 とは違った形で 「せめぎあい」が見 ら

れた。それは 日本独自のや り方をIBM本 社に理解 してもらう局面で生 じた。本節ではまず

60年 代のIBM全 体の変化を踏 まえつつ,日 本IBMの 「せめぎあい」の歴史を見 ,次 に,

欧州の子会社の 「せめぎあい」 により,WTCの 組織再編へと至る過程を見る。

終戦直後はわずかな規模であったIBMの 海外事業 も60年 には全体の20%を 占めるように

なった。その立役者はWTC担 当のディック ・ワ トソンと欧州のIBM子 会社であ った。彼

の欧州の現地子会社の意志鱒 重 して舳}・ 経営させるスタイルが奏功 しゼ1し カ、し,現 地

子会社 に自由に経営させることは,製 品 ミックスや価格政策,時 には研究開発の決定に関 し

て も子会社 にイニ シアティブを与えるきっかけになった。 とりわけ,IBMド イツは研究開

発で他の子会社を リー ドし,米 国IBMと の対立の火種 とな。だ1そ のため,IBM本 社 は
　WTCとの関 係を よ り密 な も

の にす るた めに,新 たな トップ人 事 を行 った。1963年11月 に 主

に フランスでオペ レー ションに当た っていた デ ィ ック ・ワ トソ ンをWTC会 長 兼IBM副 社

長 に昇 進 させ る も,N.Y.を 本 拠 とさせ,逆 にギルバ ー ト ・ジ ョー ンズをWTC社 長 に任 命

　し
,本 社 の意向 に沿 った管理が行 え る体制 を取 った。

さ らに,IBM本 社 は,64年 のIBMシ ス テ ム360の 発 表 を期 にIBM全 体 を一元化 しよ うと
　　

した。 シス テム360を 通 じた一 元化の方針 は,IBM本 社 が,各 現地子会 社 に対 しコ ンピュー

タ ・システ ムを構成 す る各 コ ンポーネ ン ト(部 品)の 製造 に特 化 させ ,世 界 に展開 した子会

社か ら・ンポーネント・レベルでの最適調達を行 う方針を掲げたことで具現化 認1そ の結

果,各 国の現地子会社は,売 上高を拡大するために,よ り収益性の高いシステムやコンポー

ネン トの製造を担当できるよう本社に要請するようになった。製造拠点の最終決定は本社の

専権事項であるが,ど の機種を製造す るかという製品 ミックスの希望は本社に具申できたか

らである。 日本IBMで もシステム360の 中 ・大型モデルの国産化を希望 し,他 国の工場に

引けを取 らない製造能力を整えた藤沢工場を67年 に建設 し備えていた。それに対 しIBM本
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社はゴーサイ ンを出した。 しか し,国 産機保護育成の指導的立場にあった通産省が,日 本

IBMが 生産す る機種 台数,輸 出台数に制限をかけ,下 位モデルの製造を先行 させるよう

要請 してきた。そのため,シ ステム360/モ デル20と いう中小企業向けの小型機 とモデル40と

いう中型機の生産に甘んじなければな らなか った。結果,モ デル50,65と いった大型機 は
23)

IBMフ ランスが生産することになった。

60年 代のWTCの 変化のなかで,日 本IBMは 稲垣社長の下,外 資系企業である日本IBM

を 日本の土壌 に根付かせることに力を注いだ。そのスタンスは 「我々は外資であって,日 本

という土壌を借 りてビジネスを行 う」 とい うものであった。 こうした稲垣のスタンスは以下

の講演に明示 されている。「外資系の日本人経営者 というのは,と もすれば親会社だけに顔

を向けていると見 られがちです。 しかし,そ れではお客さんの心はつかめない。…… 『日本

人の企業』 として ビジネスをやろうとする以上,外 資企業といえども日本の企業社会 に溶け

込まなければならない……私が選んだ道は日本IBMを 『日本の企業 と同じじゃないか』と
24)

言われるような会社にす ることだった」。それは日本の中で静かに着実にビジネスを浸透さ
25)

せていくというスタンスであった。その背景 には,第1に,日 本社会では外資系企業が十分

受容されていないだけでな く,国 産 メーカー保護の立場か ら通産省が日本IBMを 牽制 して

いたことがある。 これ らは変えることが困難な外部環境要因であり,稲 垣の時代はそれを所

与 としてビジネス活動を行 った。 とはいえ,60年 代,国 産 メーカーは日本IBMの 敵ではな

く,稲 垣の社内向け講話の中で も 「当面は,フ ランスIBMの ビジネス規模を追いこす こと
26)

を,我 々の目標 としたい」と発言するものの,国 産メーカーの名前すらあがらなか った。

第2に,60年 代の日本IBMは 急成長 し続 けており,IBMの 経営理念である完全性を追求

できる組織体制が整っていなかったことがある。そのために稲垣が行 ったことは,経 営シス

テムの構築であった。その最たるイニシアティブは明確な経営 目標を掲げ,日 本IBMを リ

ー ドしたことである。具体的には,① バランスのとれた安定 した成長 と適正な利潤を確保す

る,② 技術の優位指導性を確保 しつつ,そ の向上を図る,③ わが社は顧客のサービスに徹 し,

それを通 じて我が国経済社会の発展に寄与する,④4年 ごとの倍増成長の目標実現,の4つ
27)

の経営 目標を掲げた。そ して,① と③に関 しては,市 場の急拡大に応えるため,毎 年数百人

にも及ぶ社員を雇用 し,② に関しては東京オ リンピックのオンライン・システムの受注を嗜

矢 とし,そ の後,同 システムの民間企業への導入につなげ,④ に関しては,目 標以上の成果

を上げることになった(表2)。

次に重要な経営 システム構築へのイニシアティブは,後 に 「日本化路線」といわれるよう

になる大 きな舵取 りを行 ったことである。稲垣は 「『われわれは 日本の企業だ』 といって も

現実 に株主が外国にいる以上,私 の経営のやり方を彼等 にも理解 してもらわねばならない」

と強 く認識 していた。そのため,稲 垣が 「ここはアメリカじゃなく日本であ り,日 本ではこ
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表21BM全 体 に占める日本IBMの パ フォーマンス

年度
IBM全 体(百 万 ドル) IBM全 体(百 万円) 日本IBM(百 万円)

総収益 純利益 総収益 純利益 売上高 税引利益 売上高シェア 利益シェア
1949 183 33 65880 11880

1950 266 37 95760 13320 77 12 0.1% 0.1%

1951 335 32 120600 11520 247 34 0.2% 0.3%

1952 412 34 148320 12240 305 26 0.2% 0.2%

1953 497 39 178920 14040 543 46 0.3% 0.3%

1954 57G 59 205200 21240 1047 159 0.5% 0.7%

1955 696 73 250560 26280 1520 237 0.6% 0.9%

1956 892 87 321120 31320 1934 290 0.6% 0.9%

1957 1203 110 433080 39600 2273 483 0.5% 1.2%

1958 1418 152 510480 54720 3048 1050 0.6% 1.9%

1959 1613 176 580680 63360 3941 1023 0.7% 1.6%

1960 1817 205 654120 73800 5722 1174 0.9% 1.6%

1961 2202 254 792720 91440 8563 1232 1.1% 1.3%

1962 2591 305 932760 109800 13774 2180 1.5% 2.0%

1963 2863 364 1030680 131040 18512 3180 L8% 2.4%

1964 3239 431 1166040 155160 23797 3031 2.0% 2.0%

1965 3573 477 1286280 171720 23652 5218 1.8% 3.0%

1966 4248 526 1529280 189360 36117 4155 2.4% 2.2%

1967 5345 651 1924200 234360 48032 5817 2.5% 2.5%

1968 6889 871 2480040 313560 56805 10781 2.3% 3.4%

1969 7197 934 2590920 336240 83150 19343 3.2% 5.8%

1970 7504 1018 2701440 366480 98441 22856 3.6% 6.2%

1971 8274 1079 2604242 339615 120867 24642 4.6% 7.3%

1972 9533 1279 2870386 385107 142541 21880 5.0% 5.7%

1973 10993 1575 3078040 441000 162618 22340 5.3% 5.1%

1974 12675 1838 3814415 553128 196632 20617 5.2% 3.7%

1975 14437 1990 4405451 607249 245569 23738 5.6% 3.9%

1976 16304 2398 4777072 702614 275492 26701 5.8% 3.8%

1977 18133 2719 4351920 652560 293841 29801 6.8% 4.6%

1978 21076 3111 4111928 606956 315343 34468 7.7% 5.7%

1979 22863 3011 5484834 722339 324245 36242 5.9% 5.0%

1980 26213 3397 5336967 691629 338328 36323 6.3% 5.3%

1981 29070 3610 6402668 795103 428894 39199 6.7% 4.9%

1982 34364 4409 8085849 1037438 484963 35609 6.0% 3.4%

1983 40180 5485 9321760 1272520 612220 44728 6.6% 3.5%

1984 46309 6582 11650418 1655900 768760 54587 6.6% 3.3%

1985 50718 6555 10174031 1314933 914539 72995 9.0% 5.6%

1986 52160 4789 8350816 766719 878539 63933 10.5% 83%

1987 55256 5258 6741232 641476 1060639 74283 15.7% 11.6%

1988 59598 5741 7503388 722792 1187847 85233 15.8% 11.8%

1989 62654 3722 8984584 533735 1312640 102033 14.6% 19.1%

1990 68931 5967 9333257 807932 1326517 82822 14.2% 10.3%

1991 64766 一2861 8111942 一358340 1272144 56484 15.7%

1992 64523 一4965 8042792 一618887 1254583 31205 15.6%

1993 62716 一8101 7017293 一906421 1157805 一18428 16.5%

出所lIBMAnnua量Reports,『 日本 アイ ・ピー 。エ ム50年 史』,日 本IBM広 報資料 よ り筆者作成。 なお,ド ルー円換

算 は期 中平均為替 レー トで計算。
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28)
うやったほうが効果的だということを理解 させる必要がある」 というように,ア メリカ本社

の方針に従 うだけでなく,日 本のや り方を主張 していくことを日本IBMの 経営スタンスと

してはっきり打ち出していった。そのために稲垣社長が掲げた方針が 「国益重視」だった。

この語の意味は 「米本社の利益と日本国の利益が相反する場面に直面 したら,常 に国益を重
29)

視せよ」 ということで,「 国益 とは,日 本のお客様の利益」を指 している。次に 「国益重視
30)

路線」が開花 した具体的なケースについて見ていく。

日本のやり方を米国本社に主張 したケースはいくつか存在す る。典型的なものとして,67

年の八幡製鉄君津製作所建設 に伴うコンピュータ受注があげられる。受注の最終局面に至 っ

ても,八 幡側との間で2つ の妥協できない点が残 っていた。ひとつは補償条項で,シ ステム

ダウン時に八幡の言い値 どお りに支払 ってもらうという点,い まひとつは,機 密条項で,開

発で知 り得た情報は未来永劫機密扱いとするという点であった。IBM側 の方針は,シ ステ

ムダウン時の弁償には上限を付ける,そ して,機 密事項とする期間には期限を付けるという

2点 は絶対 に譲 らないというものだ った。当時の営業担 当役員,椎 名武雄はWTCのN.Y.

本部に直接掛け合い,日 本の商慣習では八幡のや り方が普通だと主張 し,最 終的には,八 幡

の条項で開発認可を取 ることに成功 した。椎名はIBM社 員であ りながら八幡の代弁者 とし

て振 る舞 った。彼は,こ の判断が 日本IBMに もIBM全 体のためにも良いことだと信 じて
31)

行動 し,WTC本 部 もそれを承認 した。

その他 にも営業社員報酬制度(コ ミッション制度)に 関 して,WTCの 地域本部である

APHQと 交渉 したケースがある。日本IBMは 全社員固定給制度で処遇 されており,IBM子

会社の中では異例であった,し か し,67年,営 業社員 に対 してコミッション制度が導入され

摺lIBM本 社 は年度 ごとの販売計画策定時に,各 国の年間売 り上げ目標た る 「クォータ」

を決定する。 このクォータを達成 させるイ'ンセンテ ィブとしてIBMは 営業部員にコミッシ

ョン(業 績連動)部 分を手厚 くした給与体系を敷いていた。そのため,APHQは,同 制度

導入 に際 して米国IBMや 他の現地子会社 と同様,年 間収入に占めるコミッシ ョン部分を40

%は 確保する方向を要請 してきた。 しか し,日 本IBMは 金銭動機で営業部員を動機付ける

ことは日本の風土に合わず,営 業部員を統括する管理職の能力を弱めることにもつながると

いう理由か ら,コ ミッション部分を10%ま で押 し下げる逆提案を した。 そしてAPHQと の
33)

激論の末,そ の提案を首肯させた。

このように,60年 代の日本IBMの マネジメント課題のひとつは,ビ ジネスに関する日米

間のルールの違いをどう埋めるかにあった。IBMの ように 「その国の人による経営」 を題

っていても,経 営システムの根幹を成す ビジネスポ リシー,例 えば,販 売計画の策定などは

世界同一基準を敷き,WTCの 地域本部を通 じて現地子会社に徹底させていた。そのため,

現地子会社にとっては本社の ビジネスポ リシーと日本のビジネス慣行の 「す り合わせ」をす
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ることが重要であり,そ のための戦略として,お 客様第一という立場からの 「国益重視路線」

を掲げたのである。

さて,現 地子会社のなかにはWTCの 好業績を後ろ盾 にプレゼンスを拡大 しようとする動

きが見 られた。事実,1970年 にWTCの 利益が米国IBMを 抜 き,名 実ともにWTCの プ レ

ゼンスが拡大 し,現 地子会社の自立化志向が高まった。ディック ・ワトソンがWTC傘 下の

子会社社長に自由に経営 させた事 が大 きか った。IBMド イツの小型機開発を嗜矢 とした自

立化の流れは,67年 にジョーンズの後にWTC社 長となったフランス人,ジ ャック ・メゾ ン

ルージュが70年 に提起 したWTC本 社のパ リ移管案で頂点を迎えた。WTCの 成長を支えて

いるのはWTC内 シェア約30%を 占めるヨーロッパの子会社群であ り,WTC本 社をN 。Yか

らWTCの ヨーロッパ本部があるパ リに移管する方が意思決定およびオペ レーションのしや

す さか らも望ましいという提案だった。背景には,WTC本 社のマネジメン トが現地子会社
34)

にとって最適な ものになっていないことがあった。最終的にこの提案はWTC会 長ジョー ン

ズによって拒否 された。WTC本 社のマネジメン トは親会社の近 くにいることが重要だとい
35)

う理由か らだった。

しか し,メ ゾンルージュが取 った組織再編へのイニシアティブは無駄には終わ らなかった。

72年 よりWTCの 組織再編が開始 された。 それまでWTCの 下 にAmericas(カ ナダ ・中南

米),Europe(ヨ ー一ロッパ),FarEast(極 東[ア ジア太平洋])の3つ の地域本部があり,

各地域にWTCの 副社長が付いていたが,IBMEuropeとAmedcas/FarEastの2つ の地域

本部に集約された。 とりわけ,IBMEuropeに 対 しては,N.Y.のWTC本 部が有 していた契

約の最終決定やマーケティングや保守活動の調整に関する管理権限を委譲することになった。

この再編は74年 にさらに強化され,2つ の地域本部が,IBMWorldTradeEurope/Middle

East/Africa(通 称,EMEA)とIBMWorldTradeAmericas/FarEast(通 称AFE)と いう名

称に変わ り,WTC直 轄 の地域統括会社として完全子会社化 し,実 質的に地域 のオペ レーシ

ョンを担 うことにな った。ちなみに,EMEAの 本部はフランス(パ リ)におかれたのに対 し,
36)

AFEの 本部は米国(N.Y.)に おかれた。

以上の経緯から分かるのは,60年 代か ら70年代前半のIBMは 欧州を中心に回っていたと

いうことである。IBMEuropeがWTCの 売上高の最大の貢献者であった ことがその背景に

ある。そのなかで日本IBMは 日本市場を基盤に成長を図るために,IBMの ポリシーを日本

に合わせて行 くためのIBM本 社およびWTC本 社 との調整行動 に注力 したのだ った。IBM

内の日本IBMの 位置づけが大き く変わるのは,80年 代後半に入 ってからのことである。

4日 本化路線の追求(1975年 ～1993年)

1960年 代に稲垣が掲げた 「国益重視」という考え方は,稲 垣の後,社 長 に就任 した椎名武
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雄によって 日本IBMに 定着 していった。椎名 は,日 本IBMが,国 産 メーカー富士通の猛

追を受 け,厳 しい競争環境におかれた75年 に社長に就任 した。当時の日本IBMは,IBM全

体に占める売上高シェアと利益シェアを着実に伸 ばしていた。そのため,IBM子 会社の ド

イツ,フ ランスに次 ぐ貢献度を維持 していた。 しか し,国 内のシェアは減少を続けてお り,

79年 に国内売上高 シェアで富士通に抜かれ,こ れまで維持 してきた日本市場での トップの地

位を初めて明け渡 した。

椎名は,80年 代 に入ると,シ ェア低下を止めるための方策 として,稲 垣社長の敷いた 「国

益重視路線」を 「日本化路線」 としてさらに押 し進めた。 この 「日本化路線」 とは,日 本

IBMを 研究開発,生 産,販 売のすべての機能を備えた企業にすることだが,IBM本 社か ら

の独立を意味するものではな く,む しろ,IBMの ポリシーに沿 いつつ も,日 本の独 自の市

場 に合わせて柔軟な経営を行 うということを意味 している。椎名 は,そ れを,な んで も

IBMだ けでやろうという 「自前主義か らの脱却」と述べている。具体的には,こ れまで全

IBM共 通の販売政策 として直販にこだわってきたが,特 約店販売 というチ ャネル も使 うこ

とで,IBMの コンピュータを国内市場 に浸透 させた事や,NTTと 提携 し,コ ンピュータと
3?)

通信の融合を図るビジネスを開始 したことに見て取れる。

椎名は 「日本化路線」を掲げるとともに,81年 には売上2桁 増を目指すという具体的 目標

を掲げ親 売上2桁 増の後ろ盾として,営 業のテ・入れが大き憶 味を持 。た.と くに,国

産メーカーは当た り前のように行 っていたが,IBMの 価格政策により,こ れまで一切行わ

れてこなかった 「値引き行為」に踏み切 ったことが大きか った。世界統一価格を頑なに守 っ

てきたIBMに 対 して,子 会社である日本IBMの 独 自価格設定(値 引き行為)を 認 めさせ

たことは日本IBMの 「日本化路線」にとっての大きな出来事であ った。 日本IBMに よる

値引き行為は,IBM本 社にす ぐさま容認されたわけではなかった。椎名は70年 代後半か ら

IBM本 社 に日本独 自の価格体系の提案を行 っていたが,84年 にな ってようや く認め られた。
39)

そこか ら椎名がいかに粘 り強 く交渉 したかが伺える。後に椎名は,日 本 にIBMの コンピュ

ータを売 り込む と同時に,IBMに も日本のやり方を理解させることが大切だという意味を40)

込めて,「SelllBMinJapan,SellJapaninlBM」 というキャッチフレーズを作 り出 した。

このキャッチフレーズの前半のターゲ ットの1つ は通産省であった。 日本IBMを 一番理

解 してもらいたい相手は通産省であった。75年 にコンピュータ輸入の完全 自由化がなされ,

通産省へ輸入台数などに関 しての交渉をする必要はな くな ったが,自 由化以前 に新製品発表

前には通産省 に事前通告するという約束を交わ していた。77年 にIBMの 大型機3033に 関 し

て事前通告が遅いというクレームが通産省から付いた。これは,直 接には,営 業部員が未発

表製品をネタに他社製品の購入を押 し留めさせる 「行き過ぎた営業行為」に対するクレーム

であった。 この問題 はIBMと 通産省 との間の定例会議で議題に上 ったが,日 本IBMの 地
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域統括組織AFE会 長,ラ ルフ ・ファイファーと通産省 との間で激 しいや り取 りにな り,通

産省 との関係が悪化するという局面もあった。 ファイファーにしてみれば,会 社の内規違反

にまで政府が介入す る状況が当初理解できなかったようであるが,日 本IBMに とっては,

米国IBM側 のAFEと 通産省 との調整 を行わなければならないという難 しい課題が生 じた
41)

のである。 これはWTCと 日本IBMの コン トロール権限といった組織構造上の問題ではな
42)

く,お 互いのビジネス環境の相互不理解を端緒としたものであった。

さて,80年 代に入るとWTC傘 下の子会社間の売上高シェアのバランスが変化 してきた。

これまで高いシェアを誇 ってきたEMEAが 落ち込み,AFEが シェアを拡大 した。例えば,

79年 に全IBMに 占めるEMEAの 売上高 シェア率は38.7%で,AFEは14.9%で あったが,81

年にはEMEA32%に 対 しAFE16.1%,83年 にはEMEA28.2%に 対 しAFE14.3%,86年 に

はEMEA33%に 対 しAFE17%と 多少の増減 はあるが,EMEA減 に対 しAFE増 という構図
43)

が常態化 した。 こうした流れの中で,AFEの 各地域本部にさらに権限委譲をし,現 地に根

ざしたオペ レーションを行えるよう,84年 にAFEを アジア太平洋,カ ナダ,ラ テンアメリ

カの3つ の独立 したグループに分 け,ア ジア太平洋グループ(AIPG)の 本部を東京 に設置
44)
した。A/PGの 本部を東京 にした背景 には,日 本市場の戦略的重要性が高まったか らであっ
45)
た。 しか し,こ の組織再編を,マ スコミは 「IBM本 社か ら殴 りこみ/200人の日本上陸作戦」

と書いた。 これは米国IBMに よるコン トロールが強化 されることを椰楡 したものであった。

また,当 時A/PGの トップとして東京 に来たのは,IBM本 社の信望の厚いジ ョージ ・コン

レイデスであったため,彼 を進駐軍の総帥マッカーサーになぞらえ 「進駐軍 に占拠された日

本アイ ・ピー ・エム,椎 名武雄の不覚」な どと書 き連ねるマスコ ミもあった。 しか し,A/

PGの 本部機能の一部はN.Y.に も置かれてお り,IBM本 社に占拠 されたというのは正確で
46)

はない。 また,日 本IBMの トップにとっては,東 京に本部が置かれたことによ り,従 来の

APHQ→AFE→IBM本 社 という情報経路が,AIPG→IBM本 社 に短縮 されただけでなく,こ

れまで地域本部会議にN.Y.ま で出向かなければならない状況が解消され,コ ミュニケーシ

ョンが密に取れるようにな った。逆 に,東 京本部 に来たアメリカ人 スタッフが,日 本IBM

の主張の正 しさを理解 し,本 社 スタッフの方が 日本IBMを 理解 していないと主張するまで
47)

にな った。

この84年 の組織再編の意図は,IBM本 社の 「IBMを 強 くするのに,日 本に投資をしてい

くことが必要」 という判断か らなされた。つまり,日 本IBMの 力を借 りて,IBM全 体のて

こ入れを図るという構図である。 日本IBMは 国産メーカーの追い上げの中,日 本市場で競

争 していく上で米国IBMの 品質管理 レベルに危機意識を持 ち,82年,独 自にTQC(統 合的
48)品質管

理)に よるCSP(顧 客満足プログラム)を 開始 していた。製品開発 は本社マターの

ため,良 い製品を開発 してもらうために椎名自身 も本社にメッセージを送 った。そうした中,
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日本の製造業全般が評価 されたことも重な り,米 国IBMは,東 京にA/PG本 部を置き,日
49)

本IBMの 生産に関連する組織能力を活用 しようとしたのであった。

結果,日 本IBMは,87年 には売上高1兆 円を超え,80年 代は平均15%の 成長を遂 げた。

87年 には円高の後押 しがあった とはいえ,日 本IBMはIBM全 体に占める売上高 シェア15

%を 記録する同時に,現 地子会社中,売 上高 トップを記録 し,IBM子 会社の トップに躍 り

出た(図1)。 そ して,日 本IBMの 経済的貢献が認め られ,89年 に社長の椎名がIBM本 社

の副社長 に抜擢 された。 日本IBM歴 史上,初 めて日本人が本社の トップマネジメン ト層に

名を連ねた。 これまでは本社役員の輩出元はアメリカを除 くとヨーロッパの子会社が主役を

演 じていたが,日 本IBMも その一角に食い込む ことになった。

90年 を境にIBM全 体における日本IBMの 役割 も大 きく変わ った。その変化は,IBM本

社やA/PGか ら派遣 される役員の変遷に見て取ることができる(表1)。80年 代前半の派遣

役員は,基 本的にWTC地 域本社(A/FEやAIPG)の 社長,GM,GE(グ ループ ・エグゼ

クティブ)で ある。例えば,コ ンレイデスに代表 されるように,日 本IBMを 統括するため

にA/PGのGEと の兼務 という形で派遣 された。カナダIBMの 社長だった コークランは,

日本IBMの 営業テコ入れのために85年 に来 日した。 この時期 は,日 本IBMが 国際的な人

材育成を図 りたいとの希望の下,本 社 との合議の末,コ ークランを専務取締役として受け入

れることになった。彼は営業の若手を3ヶ 月単位で自分の補佐に付け,育 成を図 ったといわ
50)

れている。 しか し,90年 代に入ると日本IBMに 派遣される陣容が大き く変化する。90年 代

初めには,WTC地 域本社(AP)の 社長ローテンバ ックが来日しているものの,そ の多 くは,

将来 の トップマネジメン ト候補者を,ア ジア市場のマネジメ ントを経験させる目的で日本

図1WTC子 会社間の売上高シェア変遷

出所:Fort㎜e,`The500LargestIndustrialCorporationOutsidetheU.S.'各 年 版 よ り。

1981年 ま で の 日本IBMの 数 値 は 同 社 発 表 値 を 期 中平 均 為 替 レー トで ドル 換 算 し た。
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IBMに 派 遣 され るス タイル に変 わ って きて い る。例 え ば,91年 に 来 日 したサ ミュエ ル ・パ

ル ミサー ノは,帰 国後2002年 にCEOに な り,93年 来 日の ジ ョン ・ジ ョイ スはCFOに な っ

た。 こ こか ら分か るよ うに,90年 代 前 半 に 日本IBMがIBMの トップマネ ジメ ン ト層へ の

重要 なキ ャ リアパス にな ったので ある。 これは,東 京 に戦 略的 に重要 な アジア市場 を統括 す

る地 域本社 があ るか らだ と思 われ る。

5お わ り に

ここまで1949年 から93年 までの日本IBMの 発展史を見てきたが,基 本的にはその時々の

本社一子会社間のコンテクス トに,同 社がいかに対応 し,影 響を与えてきたかの歴史である。

50年 代はヨーロッパ市場が海外事業の中心であり,日 本IBMはWTCの 管理下 にあったと

いえる。60年 代 に入 ると,依 然 ヨーロッパが中心ではあるが,IBMの 海外事業比率の拡大

に伴 って,WTCの 独立性が高ま り,日 本IBMも そうしたコンテクス トを踏 まえなが ら,

稲垣の国益重視 というスローガンの下,日 本市場のさらなる開発に尽力する一方,日 本市場

の ビジネス慣行に合わせた各種販売政策を容認 して くれるよう本社に要請 した時期でもあっ

た。つまり,日 本市場の顧客を守 るという大義名分の下,子 会社のイニシアティブを発揮 し

始めた時期でもあった。60年 代に子会社のイニシアティブを発揮 しやすかったひとつの理由

は,WTCを 率いていたデ ィック ・ワ トソンの各国子会社の政策を尊重する姿勢にあ った。

しか し,こ うしたWTC分 権化の傾向に対 し,米 国本社は引き締めに入 り,70年 のWTC本

社移転案拒否以降,WTCの 組織再編を行い,部 分的な分権化を伴 いつつ もIBMの 統一性

を保つ方向へと導いた。 ヨーロッパでは70年 前後は本社一子会社間の 「せめぎあい」が続い'

たのである。本社主導の傾向が強まった70年 代,日 本IBMで は,ト ップが稲垣から椎名に

変わったものの,国 益重視の姿勢は 「日本化路線」 と名を変えて堅持された。80年 代に入 る

と日本IBMがIBMの 最大の現地子会社 とな り,IBM内 の役割 も大 きく変化 してくる。 と

くに,84年 にA/PGの 本部を東京に設置す るというWTCの 組織再編は米国本社主導 によ

るものであったが,日 本IBMは それを自社 に有利 なように引き寄せ,日 本IBMの 組織能

力を利用 したい米国本社との間に良好な関係を築いた。 もちろん,日 本IBMが 属するA/

PG(現AP)が アジアという潜在的成長性を秘めた市場を擁する戦略的に重要な地域 にある

という幸運 も手伝 ったことは指摘されねばならない。

さて,93年 以降,IBMは 大きな動きを見せ るが,日 本IBMの その後の経緯を若干補足 し

つつ,ま とめに代えたい。92年 にIBMは 米国企業史上最大 の49億 ドルの赤字を計上 し
,

IBM史 上初 めて外部か らトップ(RJRナ ビスコ社のルイス ・ガースナー)を 招聰 し,構 造

的な改革を行 った。その際,ガ ースナーは 「現在のIBMに 最 も必要のないもの,そ れは ビ

ジョンだ」と発言 し,物 議を醸 したが,そ れは実行に移 されないビジョンや戦略が山とあ っ
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たことを喝破 したものだった。実行の伴 った実のある戦略形成 に先鞭をつけたガースナーの

後を日本IBMで 経験を積んだ生え抜きのパル ミサーノが引き継 いだ。彼は,バ リューズジ

ャムという社員がイントラネ ットで幅広いテーマを自由に議論できる場を提供 し,初 めと終

わりだけを決め即興劇風 に議論を進めていくなかで,現 在の コンテクス トに中にIBMの 伝

統的な価値観を落とし込む作業を行 っている。つまり,往 年のIBMの 経営理念を新 しい皮
51)

袋に入れ替える作業を進めている。

日本IBMも93年 に トップのバ トンが椎名から北城恪太郎に渡され,IBM全 体が構造改革

の中にあった時期の 日本IBMを うま くマネージした。椎名の時代には椎名が窓 口となって

IBM本 社や米国IBMと のやり取 り行 ったため,親 会社 とは垂直的な関係でつながっていた。

しかし,北 城以降,米 国IBMと 現場 レベルでグローバルな関係 を構築するようにな り,全
52)

IBMが よ り水平的な関係で結ばれるようになってきた。元IBMの 竹中は,椎 名は 「Think
53)

Globa!,ActLoca1」 で北城は 「ThinkGlobal,ActGlobal」 という印象だと記 しているが,ま さ

にその時々の日本IBMの マネジメン トの特徴を的確に表 した言葉であろう。

このように日本IBMの 発展を支えたのはその時々のコンテクス トに真っ向から逆 らわず,

「日本化路線」に見られるように優れたイニシアティブを発揮 しながら,最 適な意思決定を

積み重ねることができたマネ ジメン ト能力にあったといえよう。 しかし,課 題 もな くはない。

戦略的に重要な地区にある日本IBMか らIBM本 社の中枢にほとんど人材を輩出できてい

ないことである。人材育成の場は提供 しているものの,自 前でグローバルな人材を育成 しき

れていない。ヨーロッパでは78年 にメゾンルージュがIBM本 社の経営委員会(management

committee)へ の参画を求められ,家 庭の理由か ら一旦は断るものの,81年 に再度,同 委員
54)

会のメンバーに任命 され,同 委員会入 りしている。同委員会 はIBMの 最高意思決定機関で

あり,現 地子会社が同委員会を始 め,本 社上層部に人材を送 り込むことができるか否かは,

トップ人材育成の1つ のバロメーターとなるとともに,本 社一子会社間のコンテクス ト形成

に積極的に関与できる1つ の道である。こうした トップ人材の育成力が,次 なる発展に必要
55)

な組織能力となって くるだろう。

注

資料収集 に当た り,日 本IBM広 報 の方 々には大変お世話 にな った。竹中誉氏(㈱ エル ・ピー

・エス) ,斉 藤紀夫氏(日 本IBM),山 下達哉先生(東 京富士大学)に はイ ンタビューを通 じて,

日本IBMに 関す る多 くの知見を頂 いた。 また,工 藤章先生(東 京大学),菅 山真次先生(東 北

学院大学),吉 原英樹先生(南 山大学),桑 原哲也先生(神 戸大学)に は学会の場で貴重なコメン

トを頂いた。記 して感謝申し上 げる次第である。誤解に基づ く記述があるとすれば,す ぺて筆者

の責任である。

1)日 本IBMに 関す る最 も体系的な研究 として,片 山善治 『日本IBMの 経 営』 日本実業出版社,
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1969年 が あ る が,対 象 年 度 が 旧 い 。 日本IBMを 含 む現 地 子 会 社 に つ い て の 優 れ た 考 察 に,Rob-

ertSobel,IBMvs.Japan:Thestruggleforthefuture,Stein&Day,1986が あ る が,多 国 籍 企 業 対 国

家 と い う視 点 に 偏 っ て い る。IBMの 海 外 事 業 を 対 象 と し た 好 著 に,NancyFoy,TheSun1>ilver

SetSOnIBM=ThecultscreandfblhloreoflBMWorldTratiq,WilliamMorrow&Company,1975,David

Mercer,lheGlobalIBM'LeadershiPinMaltinatihnalManagement,Dodd,Mead&Company,1988

が あ る。 そ の 他 に も 日本IBMを 積 極 的 に 扱 っ た も の で は な い が,IBMの 社 史 で あ るEmerson

W,Pugh,BuildingIBM'ShapinganIndustryandItsTechnology,MITPr.,1995,IBMの 歴 史 に つ

い て バ ラ ンス よ く記 述 さ れ た 北 正 満 『IBMの 挑 戦 』 共 立 出 版,1978年,組 織 再 編 に 関 す る優 れ

た 知 見 を 与 え て くれ る 坂 本 和 一 『IBM:事 業 展 開 と 組 織 改 革 』 ミネ ル ヴ ァ書 房,1985年,片 山 修

『日本 ア イ ・ピー ・エ ム か ら何 を 学 ぷ か 』 毎 日新 聞 社,1987年,桶 田 篤 編 『外 資 系 企 業 イ ン ジ ャ

パ ンPartH』 同 文 館,1988年 の 第1章 「日本 ア イ ・ピー ・エ ム 」 な どが 参 考 に な る 。

2)日 本IBMの 社 史 と し て,日 本 ア イ ・ ピー ・エ ム 株 式 会 社 『日本 ア イ ・ ピー ・エ ム50年 史 』 日

本 経 営 史 研 究 所,1988年 が あ る。 トッ プ の 自伝 や 講 演 集 と して 優 れ て い る もの に,稲 垣 早 苗 『地

球 は ま る い 』 日本 ア イ ・ピ ー ・エ ム,1980年,竹 中誉 『日本IBM:ICBMか らの 見 事 な 軌 跡 』 経

済 界,1999年,椎 名 武 雄 『外 資 と生 き る 』 日経 ビ ジネ ス 人 文 庫,2001年 が あ る。 日本IBM組 織

内 の 批 判 的 記 述 と して 諏 訪 部 光 彦 『IBMを 憂 え る』・近 代 文 芸 社,1995年 が あ る。

3)AlfredD.Chandler,Jr.,ScaleandScope,HarvardU.P.,1990,安 部 ・川 辺 ・工 藤 ・西 牟 田 ・日 高

・山 口 訳 『ス ケ ー一ル ・ア ン ド ・ス コ ー プ』 有 斐 閣 ,1993年 の 第2章,日 本 語 版 へ の 序 文 を参 照 。

4)ジ ョ'一 ン ズ の 研 究 は,多 国 籍 企 業 を 意 識 した 経 営 史 研 究 で 出 色 の もの で あ る。GeofreyJones,

TkeEvolutionofIntemationalBusiness'AnIntroductibn,InternationalThomsonBusinessPr.,1995,

桑 原 ・安 室 ・川 辺 ・榎 本 ・梅 野 『国 際 ビ ジ ネ ス の 進 化 』 有 斐 閣,1998年,Geof丘eyJones,Mutti-

natioualsandGlobal(】apitaliSm,OXiordU.P.,20050

5)バ ー キ ン シ ョー の研 究 は,グ ロ ー バ ル企 業 に お け る子 会 社 の役 割 を 強 調 し た も の で あ り,参 考

に な る。JulianBirkinshaw,entrepreneurshipinthegiebal .ft'na,SAGE,2000。 こ の 視 点 に 立 っ た 海

外 子 会 社 の 研 究 と して 榎 本 悟 『海 外 子 会 社 研 究 序 説:カ ナ ダ に お け る 日 ・米 企 業 』 御 茶 ノ水 書 房,

2004年 が あ る。

6)本 社 主 導 ・子 会 社 主 導 の イ ニ シア テ ィ ブ の 考 え 方 は,バ ー ゲ ル マ ン の戦 略 形 成 プ ロ セ ス 論 を 参

考 に して い る。 彼 は 戦 略 の イ ニ シ ア テ ィ ブ を,ト ッ プ主 導(inducedstrategyprocess)と 現 場 主

導(autonomousstrategyprocess)の2つ に 分 け て 説 明 して い る。 ま た,現 場 主 導 の戦 略 行 動 は,

組 織 構 造,計 画 と コ ン トロ ー ル の シ ス テ ム,資 源 配 分 の ル ー ル,組 織 文 化 と い っ た 彼 が 組 織 コ ン

テ ク ス トと 呼 ぶ もの に 左 右 され る と も述 べ て い る。RobertA.Burgelman,StrategyisDestiny'How

Strategy-MaleingShaPesaCbmpany'sFuture,TheFreePr.,2002,石 橋 ・宇 田監 訳 『イ ンテ ル の 戦

略 』 ダ イ ヤ モ ン ド社,2006年 を 参 照 の こ と。

7)本 社 一 子 会 社 関 係 を,本 社 一 子 会 社 の コ ン トロ ー ル 権 限 の 集 権 化 ・分 権 化 の 視 点 で 考 察 す る こ

と も可 能 で あ る。 しか し,筆 者 は 両 者 が 振 り子 運 動 の よ う に 行 き 来 す るの で は な く,集 権 化 ・分

権 化 の 圧 力 が 同 時 に作 用 す る場 と見 る 方 が 現 実 に近 い と考 え,集 権 化 ・分 権 化 の 動 き も踏 ま え た

コ ン テ ク ス ト(場)に 注 目す る ア プ ロ ー チ を採 っ て い る 。 同 時 に 作 用 す る と い っ て も,常 に両 者

の 強 弱 は 存 在 す る し,ど ち らか 一 方 が 支 配 的 に 作 用 す る 場 合 も あ る。 本 社 一子 会 社 間 の コ ンテ ク

ス ト(場)を 考 え る の に 参 考 に な っ た 文 献 は,RobertA.Burgelman,op,cit,伊 丹 敬 之 『場 の 論
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理 とマネ ジメ ン ト』東洋経済新報社,2005年,RobertAxelrod&MichaelD.Cohen,Harnessing

Comψlexity,TheFreePr.,1999,高 木監訳 ・寺野訳 『複雑系組織論』 ダイヤモン ド社,2003年 。

8)IBMの 基本姿勢に関 しては,片 山善治,前 掲書,59,189～191,225～26ペ ー ジを参照。また,

本社 一子会社の意思決定権限については,DavidMercer,op.cit,pp.163-64を 参 照のこと。 同書

には 「表向きには,現 地子会社はアーモンク本社 との間で協議 し,お 互い納得行 く形にもってい

くことになっているが,実 際のところ子会社 は本社に従属 してお り,最 終的にはアーモンクの意

向を押 し付 けられることもある」 と記されている。 もっとも,常 にアーモンクの意向が優先する

訳ではない。ちなみに,IBMは,世 界 にまたがる製造,研 究開発,販 売,サ ー ビスの調整をコ

ン トロールするために,現 地子会社の100%所 有 にこだわっている。つまり,現 地子会社 との間

に対立 が生 じた ときに調整す る手段を有 しているのである。 しか し,100%所 有 の真の意図は,

IBMの 信 条を世界中にいきわた らせ る手段 として考 えていたようである。事実,「 時代の変化 と

ともに生 じる変化のなかで,ど うすれば共通の目的や正 しい方向感覚を維持できるのか」 という

問いに対 して,ワ トソンJr.が 「組織形態や経営管理能力ではな く,我 々が 『信条』 と呼ぷ もの

の力 と,信 条が組織の人に訴える力のおかげであると」 と述べている。ThomasJ.WatsonJr.,A

BusinessanditsBelfafs:z洗eIdea7肋'1%膨4、B麗f耐1B1匠McGraw・HillBookCompany,1963,p.5,

朝尾 直太訳 『IBMを 世界的企業 にしたワ トソンJr.の 言 葉』英知出版,2004年,21ペ ー ジ。

9)WTC設 立 の背景に関 しては,ThomasJ,WatsonJr.andPeterPetre,Father,Son&th・'Mylzfeat

IBMandBeyond,BantamBooks,1990,ch.17,高 見浩訳 『トーマス ・ワ トソン ・ジュニア』ダイ

ヤモ ンド社,2006年,17章 。 ワ トソン親子の間にはWTC設 立 に関 して微妙な意見の相違があっ

たようである。ちなみにWTCの 急成長により1957年 に地域分権化が図 られ,オ ペレーション ・

レベルでは,ヨ ーロッパ,ラ テ ン・アメ リカ,ア ジア太平洋,カ ナダの4つ の地域 に分 けられた。

『IBMNews第168号(1972年6月)』,11ペ ー ジ。

10)水 品 の会長講話で 「私 どものIBMは,た んに 日本における1BMと い うだけでな く,国 際的

なWTCの なかの一員であるということです。[中 略]こ こにい う独 自の運営とい うことは,各

国がテンデに勝手にやるということではな く,ワ ットソン会長による,WTCの ポ リシイに もと

ついて,一 貫 した動きのもとに運営されるということなのです」 と述べていることからも分 かる。

『IBMJapanNews14号(1969年3月)』,3ペ ー ジ。

11)日 本 アイ ・ピー ・エム株式会社 『日本アイ ・ピー ・エム50年 史』,85～90,126～28ペ ー ジ。

12)日 本 アイ ・ピー ・エム株式会社 『日本アイ ・ピー ・エム50年 史』,94,130,140ペ ー ジ。

13)WTCの 日本に対する認識の変化について,1959年 に当時の副工場長であった椎名武雄が欧米

の工場視察を行い,そ の感想の中で以下のように述べている。「だいたい日本の工場 というのは

今までWorldTradeの 中ではそう大 きい存在 じゃなか った。今後 は急 に日本の地位 をいろいろ

な産業と云 う見地からもアメリカで認識 しだす。 日本のマーケ ットも大きい し,日 本の工業力 も

大きい。その結果一つ 日本 にやらせた らどうい うことになるか。 そうい う意味で認識が新たにな

ったわけです」。『IBMJapanNews12号(1959年12月)』23ペ ー ジ・

14)日 本 アイ ・ピー 。エム株式会社 『日本 アイ ・ピー ・エム50年 史」,126,140～41ペ ー ジ。1961

年 に役員2名 の入れ替えがあったと記 されている。

15)『IBMJapanNews20号(1961年6月)』,2ペ ー ジ。

16)日 本 アイ ・ピー ・エム株式会社 『日本 アイ ・ピー ・エム50年 史』,543ペ ー ジ。
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17)デ ィ ックがマネージした初期のWTCに つ いて,当 時のメ ンバー,ジ ャック ・ブレン トとルイ

ージ ・カスタルデ ィーは 「肩書きなどない も同然で
,組 織図 もなか った」 と語 っている。 自由な

雰囲気の中で,そ の場その場の意思決定を行 っていたよ うだ。NancyFoy,砂.cit,p.43。 と はい

え,デ ィックがIBMフ ラ ンスにWTCの 欧州本部 を置き,WTCの 実質的な本社機能を果た し

ていたことは,米 国IBMを 担 当 し,実 質的に全IBMを 仕 切 っていたワ トソンJr.に とっては気

持 ちのいいものではなか った。RobertSobel,op.cit,p.138.

18)RobertSobe1,0p.cit,pp.133-35,60年 代 初頭 にIBMド イ ツの独 自仕様の小型 コンピュー タ

(3000s)の 製造 ・販売案が本社に申請 され,受 理 された。 この小型機 は広 く欧州諸国や中南米

に も売れたため,ア メ リカ本土に も輸 出す る計画 まで登場 し,対 立の火種にな った。他に も

IBM本 社 がWTCの 財 務データを入手できないとい う事態 も生 じており,ワ トソ ンJr.はWTC

をIBM全 体 に位置づける必要性を痛感 していた。ThomasJ。WatsonJr.andPeterPetre ,oP.cit,p.

256,訳 書,385～86ペ ー ジ。

19)RobertSobe1,qρ.`鵡p.136。

20)NancyFoy,op.厩 魂p.44.

21)一 元 化の動きに関 しては,坂 本和一,前 掲書,203～205ペ ー ジ。北正満,155ペ ー ジ。実 はシ

ステム360の 開発 自体がIBM内 で錯綜 していた複数の コンピュータの製品ラインの統合 を企図

した ものであった。IBMで は主に2つ の異な る製品の流れがあったが,そ れ らを シリーズ内で

互換性を確保 したシステム360の なかに一本化 し,よ り効率的な ビジネスを目指 したのである。

同時にシステム360の 発 表を期に米国IBMとWTCの 乖 離 も埋めようとしていたよ うである。 こ

うした背景 につ いては,拙 著 「IBMの 組織統合 とIBM360:1945-1964」 『商経論集 第75号(早

稲 田大学大学院)』,1998年 を参照のこと。

22)例 え ば,IBMド イ ツで組立て られるIBMシ ステム360/モ デル25,30は,フ ランス(SLT回 路 ,

磁 気テープ装置),イ タ リア(入 出力装置),英 国(記 憶装置)か ら輸入 されたコア ・コンポーネ

ン トと,英 国,ス ウェーデ ン,イ タリア,ラ テンアメ リカで作られた付属部品を合 わせた もので

ある。()内 は一例。HughStephenson,TheCbmingClash,SaturdayReViewPr .,1973,p.101,

日本 アイ ・ピー ・エム株式会社 『日本アイ ・ピー ・エム50年 史』,218ペ ー ジ。

23)椎 名 武雄,前 掲書,74～77ペ ー ジ。 日本アイ ・ピー ・エム株式会社 『日本アイ ・ピー ・エム50

年 史」,217～18,259～60ペ ー ジ。1967年 には日本市場におけるコンピュータの納入金額ベース

で国産機が外国機を上 回っていたが,通 産省が コンピュータの完全 自由化を75年 まで先延ばしし,

国産機保護育成に尽力 していた。政策 に関 しては,NHK取 材 班 ・ジョー一ジ 。フィールズ 『日本

解剖4』 日本放送出版協会,1987年,171～76ペ ー ジ。

24)稲 垣早苗,前 掲書,110～11ペ ー ジ。

25)稲 垣 はその他に も 「ワケのわか らない横文字を社外 に向けて使 うな」 とか 「日本 アイ ・ピー ・

エムは,日 本人が,日 本の国内で,日 本のお客さまを相手 にビジネスをしている会社だ」とい っ

ていたようである。片 山修 『日本アイ ・ピー ・エ ムから何を学ぷか』,23～24ペ ー ジ。

26)稲 垣 の言葉は 『日本 アイ ・ピー ・エム ニ ュース 第111号(1969年1月)』 ,2ペ ー ジよ り。

27)稲 垣早苗,前 掲書,114～15ペ ー ジ。

28)稲 垣早苗,前 掲書,68～69ペ ー ジ。

29)椎 名 武雄,前 掲書,98ペ ー ジ。
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30)稲 垣 自身 も,ア メ リカ人の役員が来 日したときの取締役会議を英語 でや っていた ものを,日 本

語に切 り替え させた り,60年 代 初頭 に日本IBMと 国産メーカー各社 との基本特許料 の締結を し

た ときに,部 品の特許料に関 して,国 産 メーカー側 に立 ってIBM本 社 の提示額を下 げさせた り

している。片山修 『日本アイ ・ピー ・エムか ら何を学ぷか』,24ペ ー ジ。

31)八 幡 の経緯 については,椎 名武雄,前 掲書,82～87ペ ー ジ。

32)コ ミ ッション制度導入時期 については諏訪部光彦,前 掲書では1965年 とな っているが,日 本

IBM資 料 によれば1967年 となっている。

33)竹 中誉,前 掲書,92～93ペ ー ジ。筆者によるIBM関 係者へのイ ンタ ビュー(2005年9月5日)。

諏訪部光彦は 「クォータが給料に直接結びついている以上,こ のコミッシ ョン・システムの導入

は,日 本人である日本IBMの セ ールスマンを急速 に利己的に変えて行 くことになった」 と述べ

ている。つまり,大 前提としての米国本社 によるクォータの厳 しい配分が行 き過 ぎた営業体質を

助長 した と思われる。こうした問題 を踏まえ,日 本IBMの マ ネジメン トはIBM本 社 との間 に

ある制度上 の不均衡 を徐々にバランスさせていったと考え られる。

34)メ ゾ ンルー ジュは1972年 にハーバー ド・ビジネス ・レビューの対談で,現 在のIBMの や り方

が今後 も通用す るかどうか疑問を呈 している。「子供は成長 とともに容姿が変わ って くるが,依

然として手足は2本 ずつで頭は1つ である。 しか し,企 業の場合 は全 く違 う。成長 とともに組織

のあり方が大き く変 わって くるのだ。そのため,非 常に難 しい問題が生 じる。 というの も人々が

変化 に抵抗 しようとするか らだ。70年 代 中に1BMの あ る子会社は10億 ドル以上の売上を記録す

るだろうが,そ の時に今日のような本社 と子会社の関係が維持できるとは思 えない。世界の トレ

ン ドとしてはますます分権化が進む と思 う」。GeneEBradley&EdwardC.Burke`Multinationalism

andthe2gthday',HareardBusinessReview,Jan-Feb, .1972.

35)WTC本 社移転案 については,JacquesMaisonrouge,InsideIBM'APersonalStory,McGrawHill,

1985,p.187。 メ ゾ ンルージュは,同 書で当時のWTCの 組 織構造 の限界 を指摘 してお り,そ れ

が移転案提起の動機のひとつにな っていたと思われ る。彼が 「N.Y,本 社 は優れた生産 チームを

擁 しているが,業 務を達成するのは極 めて困難 になってきている。彼 らの任務の一つは研究所と

工場,時 にはアメリカの工場とその他 の国の研究所や工場 との緊密な連携 を取 らねばならない。

生産 チームの専門家 とはいえ,同 じ方法で 日本 の藤沢工場,ブ ラジルのサムール工場,フ ランス

はモ ンペ リエ,ス ウェーデンはヤールフォールにある工場 とや りとりす ることは容易ではない。

私に言わせれば,少 な くとも,本 社生産部門を2つ に分け,一 方はヨーロッパ,他 方はそれ以外

の地域の担当とすべきだ と思 う」と述べている通 りである。JacquesMaisonrouge,op.cit,p.181.

36)坂 本和一,前 掲書,287～92ペ ー ジ。

37)日 本化路線については,椎 名武雄,前 掲書,107～112ペ ー ジ,片 山修 『日本IBM華 麗 な挑戦』

角川書房,1989年,201～208ペ ー ジ。

38)椎 名 武雄,前 掲書,137～38ペ ー ジ。

39)椎 名武雄,前 掲書,113～15ペ ー ジ。

40)椎 名武雄,前 掲書,99～100ペ ー ジ。

41)通 産 省 との問題に関 しては,椎 名武雄,前 掲書,104～105ペ ー ジ。激 しいや り取 りの中身につ

いては,立 石泰則 『覇者 の誤算(下)』 日本経済新聞社,1993年,296～314ペ ー ジ,お よび,諏

訪部光彦,前 掲書,10章 。
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42)日 本IBMは 通 産省だけをターゲ ットにしていれば良い訳ではなか った。椎名は,稲 垣社長 の

時代 には行われなかった財界活動 にも積極的にコミッ トし,日 本 のビジネス社会 にIBMを 理 解

してもらお うと してきた。 これは日本IBMが 日本の ビジネス社会 において ビジターではなくメ

ンバーになるために重要なことであった。竹 中誉,前 掲書,115～116 ,124～125ペ ー ジ。

43)地 域 本部の売上高シェアに関 しては,IBMCorporation,AnnualReport ,各 年版。

44)竹 中誉,前 掲書,160～61ペ ー ジ。

45)筆 者 によるIBM関 係 者へのインタビュー(2005年11月11日)。

46)日 本IBM側 に もこの組織再編を疑問視す る者 もいた。例えば,諏 訪部は,「 日本IBMの 歴 史
　 コ コ コ 　 　 　

上,外 国人をライ ン長 として[強 調 一筆者]組 み入れた ことはな く……明らかにアメリカ側か ら

の提案 だったので しょうが,彼[椎 名武雄 一筆者コは拒否 しなか ったのです」 と米国IBMの 軍

門 に下 ったニュアンスで述べている。実際,事 業開発部門担当常務 と して」.D.リ ー ニ ングと管

理部門担当常務 としてR.C.ウ ッ ドハ ウスが84年 に着任 しているが,2年 間で常務取締役を辞 し

帰国 しているので,ラ イ ン長 として 日本IBMを 統括 したのは一時的な ものだったと思われる。

ちなみに,IBMで は通常,ア サイニーという形をとってほとんどの部門でグローバルに社員を

送 りあ っている。諏訪部光彦,前 掲書,224ペ ー ジ。『日本アイ ・ピー ・エム会社概要[1984]』,

13ペ ー ジ。

47)竹 中誉,前 掲書,161～68ペ ー ジ,片 山修 『日本アイ ・ピー ・エムから何を学ぷか』,25～27,

173ペ ー ジ。

48)味 方 守信 ・高口道弘 『IBM復 活 へのシナ リオ』にっかん書房,1994年,36ペ ー ジ。

49)筆 者 によるIBM関 係者へのイ ンタ ビュー(2005年9月5日)。

50)筆 者 によるIBM関 係者へのインタ ビュー(2005年11月11日)。

51)バ リューズジャムを含 む最近のIBMに ついては,北 城恪太郎 ・大歳卓麻編著 『IBMお 客様の

成功に全力を尽 くす経営』ダイヤモン ド社,2006年,1・2章 を参照。パル ミサーノが現在着手

している手法は,ゴ シャール とバー トレットの提起 した新 しいマネジメン ト像 との共通項が数多

く存 在す る。SumantraGhosha1&C.A.Bartlett,Thelndividualized(IOIporation ,HarperCollins,

1997,グ ロー ビス ・マネジメン ト・インスティテユー ト訳 『個を活かす企業』ダイヤモン ド社
,

1999年 。

52)筆 者 によるIBM関 係者へのインタビュー(2005年9月5日)。

53)竹 中誉,前 掲書,185ペ ー ジ。

54)メ ゾ ンルージュのIBM本 社でのキ ャリアにつ いては,JacquesMaisonrouge
,op.cit,ch,11。

55)IBMの 教 育 システムの中には,「 エグゼ クテ ィブ ・リソーセ ス ・プログラム(ExecutiveRe -

sourcesProgram)」 という トップ経営者をめざす野心溢れ る人材向けのプログラムがある。毎年,

有資格者が リス トア ップされ,す でに リス トされた人材 は再検討が促 され る。 リス トアップされ

た人材は,世 界での経験 を積み,ス キルア ップさせ るために計画的に配置転換 させ られる
,将 来

の経営者候補 を制度的に養成するシステムが存在す る。DavidMercer,op.cit,p.282,筆 者 によ

るIBM関 係 者へのインタビュー(2005年9月5日)。


